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議会（Haut Conseil de l'Éducation, HCE）の意見を聞いたうえ





それを受けて，2008 年 6 月 19 日に保育学校（幼稚園），

















に「公民・道徳（instruction civique et morale）」がおかれた。
ただし，基礎学習期において公民・道徳教育には週，年間
あたり授業時数の割り当てはなされていない。 




























* 武庫川女子大学（Mukogawa Women’s University）                                                            
** 上田女子短期大学（Ueda Women’s Junior College） 
*** 東京大学大学院教育学研究科 学校教育高度化専攻院生（Postgraduate student, Department of School Improvement and 


















































































































































(1) 第 1 学年 
中学生・子ども・住民 




































































・1989 年の児童の権利に関する条約（第 28 条） 
・1946 年憲法前文（第 13 項） 
・教育法典第 L. 141-5-1 条を修正する公立学校におけるライシテ原則の適用に関する 2004 年 3 月 15 日の法律 
・社会福祉活動・家族法典第 L.114-5-1 条および同 2 条を変更する，障害者に関する 2005 年 2 月 11 日の法律，一般措置
（第 2 条） 
・コレージュの校則の抜粋 





































・民法（第 55 条，第 56 条および第 57 条） 







































・1992 年の環境と持続可能な発展に関するリオ宣言の抜粋，原則第 1，第 10，第 21 および第 22 
・民間非営利団体の規則の抜粋 




































































・人および市民の権利宣言（第 1 条） 
・世界人権宣言（第 2 条，第 3 条） 
・1972 年 7 月 1 日の法律第 72‐546 号 通称プレヴァン法（第 1 条－第 3 条） 
・姓の継承に関する 2003 年 6 月 8 日の法律第 2003-516 号抜粋 
・刑法（第 225-1 条，第 225-2 条） 
































・人および市民の権利宣言（第 1 条） 
・1946 年憲法前文（第 3 項，第 10 項および第 11 項） 
・世界人権宣言（第 1 条および第 7 条） 
・政治上の男女同数制に関する 2000 年 6 月 6 日の法律 第 2000-493 号 






























































































・1948 年の世界人権宣言（第 13 条） 
・欧州人権条約（第 9, 10, 11 条） 
・人および市民の権利宣言（第 1, 4, 10, 11 条） 
・1946 年憲法の序文（第 4 段落，第 13 段落） 
・1989 年の児童の権利条約（第 12 条 1 項，13 条，14 条 1 項，3 項） 



















































・人および市民の権利宣言（第 8, 9 条），1948 年の世界人権宣言（第 8, 10 条） 
・第 5 共和制憲法（第 55 条，66 条，66 条 1 項） 
・民法（第 388-1 条），労働法（第 L 511-1 条），刑事訴訟法（第 255 条） 
・道路交通法規の抜粋，施設の内規の抜粋，市の条例の抜粋など，憲法院の決定 




























・1950 年の欧州人権条約（第 19 条，第 34 条） 
・人および市民の権利宣言（第 12 条） 

















































































・1958 年憲法（序文，第 1，2，3，4 条） 
・政教分離に関する 1905 年 12 月 9 日の法律（第 1，2 条） 
・教育法典を修正する，社会的，政治的施設におけるライシテ原理の適用に関する 2004 年 3 月 15 日の法律（第 L 141-5-1
条） 
・民法第 21-11 項を修正する，国籍に関する 1998 年 3 月 17 日の法律（第 6 条） 
・民法（第 8 条） 
































 学習指導要領のこの部分は，第 4 学年の歴史の学習指導
要領と密接に関連する。 
参考資料 
・第 5 共和制憲法の抜粋 
・市町村，県，地域圏，国家の間の権限の配分に関する 1983 年 1 月 7 日の法律と，地方の自治権と責任に関する 2004
年 8 月 13 日の法律の抜粋 
・労働組合に関する 1884 年 3 月 21 日の法律の抜粋 
・中間団体に関する 1901 年 7 月 1 日の法律の抜粋 


























 学習指導要領のこの部分は，第 4 学年の歴史の学習指導





・第 5 共和制憲法（第 5，15，21，34，35 条） 
・1945 年の国連憲章（第 1 条，第 7 章の抜粋） 
・防衛に関する白書の抜粋 
















3 B.O., hors-série, no.3 18 juin 2008. 












堂，2007 年，pp. 49-63.）参照。 
6 1995 年からの改訂の小学校，コレージュ（公民教育）学
習指導要領は，フランス教育課程改革研究会『フランス
教育課程改革』科研費報告書，2000 年，p.53, pp. 66-67, pp. 





















研究室紀要』第 19 号，2000 年，pp. 21-29.）参照。 
8 同一学習指導要領のもとで，教科書の変遷を示す文献と
して，橋本一雄「フランスの公民教育における憲法的価







政学会年報』第 35 号，2009 年，pp. 113-129.）,同「1980
年代フランスにおける公民教育（Éducation civique）の再
興論議」（『フランス教育学会紀要』第 22 号，2010 年，
pp. 45-58.）参照。 
10 なお，既に 2008 年版学習指導要領関連に言及する邦語
文献としては，赤星まゆみ，前掲論文，同「フランスに
おける幼児教育・保育」（『子どもと文化』第 41 巻 8 号，
2009 年，pp. 60-67.），高橋洋行「フランス市民性理論の
変容と市民性育成との関連性について」（『日仏教育学会
年報』第 15 号，2008 年，pp. 59-69．）大津尚志「フラン
スの公民教育」（『公民教育事典』第一学習社，2009 年，
pp. 232-235．）がある。 
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